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別添１ 

令和４年度事故防止対策支援推進事業 

（先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援） 

募集要領 

 
１．補助事業の概要 
 
（１）補助内容 

衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ装置の導入に対する支援 
 
（２）補助対象事業者 

次の①、②又は③の事業を営む法人又は個人の者とします。 
① 一般乗合旅客自動車運送事業、一般乗用旅客自動車運送事業、特定旅客自動車運送

事業、一般貨物自動車運送事業、または特定貨物自動車運送事業を経営する者であっ
て、以下のいずれにも該当する者。 
（ⅰ）中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項第１号に掲げる中小

企業者、または中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）第３条に掲げ
る事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合である者（以下「中
小企業者等」という。） 
※中小企業とは、中小企業庁の解釈により、以下のいずれかとする。 

・資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社 
・常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人 

（ⅱ）申請日から過去３年の間において、行政処分（道路運送法、貨物自動車運送事
業法、タクシー業務適正化特別措置法、特定地域及び準特定地域における一般乗
用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法に基づくもの。た
だし、警告及び勧告は含まない。）を受けていない者 
（行政処分情報については、以下の国土交通省ホームページ「自動車総合安全情
報 行政処分情報」にて検索することができます。） 
https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03punishment/index.html 

（ⅲ）貨物自動車運送事業を経営する者であって、申請時点において、補助対象装置
を導入された車両の所属する営業所の届出車両数が５両以上である者 

 
② 一般貸切旅客自動車運送事業を経営する者であって、①（ⅱ）に該当する者（地方

公共団体を除く） 
 
③ ①及び②に該当する者に補助対象装置が導入された事業用自動車を貸し渡す者

（リース事業者） 
 
（３）補助対象装置 

① 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 
 （機能要件） 

  装置は、協定規則第 131 号に基づく機能を有し、かつ前方の障害物の検知対象を
歩行者まで検知する性能を有するものであること。 

②・ふらつき注意喚起装置 
（機能要件） 

(ⅰ) 装置は、運転者に固有の運転状況を学習し、低覚醒状態（居眠り、注意散
漫や疲労など）固有の操舵の変化を含む情報から車両のふらつきを検知し、
必要と判断した場合に運転者に注意を喚起すること。 

(ⅱ) 注意喚起は音、表示、その他の手段によって行われ、運転者が容易に理解で
きるものであること。 

・車線逸脱警報装置 
（機能要件） 

(ⅰ) 装置は、車両のレーンの逸脱を検出し警報を行う。 
(ⅱ) 装置は、認識したレーンの外側から逸脱輪の外側までの距離が 30 ㎝以内に
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警報を発生させなければならない。 
(ⅲ) 警報は音、表示、触覚を用いた手段のうち少なくとも２つ以上を用いて、運

転者が容易に理解できるものであること。 
・車線維持支援制御装置 

③ ドライバー異常時対応システム 
（機能要件） 

 装置は、「ドライバー異常時対応システム」ガイドライン（国土交通省平成 28 年
３月）若しくはこれに準ずる性能を有し、以下のいずれかの方式により単純停止、
車線内停止若しくは路肩等へ退避して停止できるもの又は協定規則第 79 号に基づ
く機能若しくはこれに準ずる性能を有するものであること。 
(ⅰ) ドライバー押しボタン型 
(ⅱ) 同乗者押しボタン型 
(ⅲ) 自動検知型 

④ 先進ライト 
 先進ライトとは、自動切替型前照灯、自動防眩型前照灯又は配光可変型前照灯を
いう。 

⑤ 側方衝突警報装置 
（機能要件） 

(ⅰ) 装置は、左折、右折、車線変更、又は交差点へ進入する際に、運転者に対し
て、自車周辺の障害物との衝突の危険を知らせる装置である。 

(ⅱ) 情報提供は、運転者への障害物の存在を報知する。警報は、車両と運転者操
作の情報を使って衝突の可能性を予測し、障害物との衝突の危険性が高い場合
に、運転者に対して即座に適切な行動・操作を促す。 

(ⅲ) 情報提供、及び警報は、視覚的、聴覚的、触覚的のいずれか、またはこれら
組合せによって運転者に報知し、運転者が運転者席から昼夜問わず容易に確認
できなければならない。 

⑥ 統合制御型可変式速度超過抑制装置 
（機能要件） 

(ⅰ) 装置は、複数の機能を統合的に使用することで、運転者が設定した速度以下
になるように速度を制御し、安全速度の維持を支援する装置である。 

(ⅱ) 装置は、運転者に対して、システム状態や設定内容を少なくとも視覚的に提
示しなければならない。また、オーバーライドによるシステム待機状態を視覚
的、聴覚的、触覚的の少なくとも一つ以上の方法で提示しなければならない。 

⑦ アルコール・インターロック 
 （機能要件） 

 (ⅰ) 装置は、呼気を吹き込み、呼気アルコール濃度が設定値より低い場合におい
て、原動機始動開始状態となること。 

 (ⅱ) 装置は、原動機を停止させた後１分以内は、原動機始動可能状態を保持する
ものであること。 

 
（４）補助対象車種（補助対象装置を搭載した事業用の車両） 

① 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 
・車両総重量 3.5 トン超のトラック 
・バス 

② ふらつき注意喚起装置・車線逸脱警報装置・車線維持支援制御装置 
・トラック（車線逸脱警報装置を除く） 
・バス（車線逸脱警報装置を除く） 
・タクシー 

③ ドライバー異常時対応システム 
・トラック 
・バス 
・タクシー 

④ 先進ライト 
・車両総重量 3.5 トン超のトラック 
・バス 
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⑤ 側方衝突警報装置 
・車両総重量 3.5 トン超のトラック 
・バス 

⑥ 統合制御型可変式速度超過抑制装置 
・バス 

⑦ アルコール・インターロック 
・トラック 
・バス 
・タクシー 

※ トラックにはトラクタ（第５輪荷重を有するものに限る）も含まれます。 
 
（５）補助率 

○ （２）で定義する補助対象事業者が中小企業者等に該当する者又は貸し渡す者が中
小企業者等に該当する場合は、取得に要する経費の１／２ 
（ただし、国庫補助金申請額の算出において、100 円未満の端数が発生した場合
には、100 円未満の金額を切り捨てる。また、補助限度額は下記の通り定める。） 
① 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 

１車両あたり上限 10 万円 
②・ふらつき注意喚起装置 

・車線逸脱警報装置     １車両あたり上限５万円 
・車線維持支援制御装置 

（但し同一車両に②に掲げる複数の装置を装着する場合においては、最も金
額の高い装置に対してのみ補助する。） 

③ ドライバー異常時対応システム  １車両あたり上限 10 万円 
④ 先進ライト  １車両あたり上限 10 万円 

（自動切替型前照灯、自動防眩型前照灯、配光可変型前照灯のいずれか１つ
の装置に対して補助する。） 

⑤ 側方衝突警報装置  １車両あたり上限５万円 
⑥ 統合制御型可変式速度超過抑制装置  １車両あたり上限 10 万円 
⑦ アルコール・インターロック  １車両あたり上限 10 万円 

 
※同一車両に①～⑦に掲げる複数の装置を装着する場合にあっては、 

１車両あたり上限 15 万円（バスは 30 万円） 
 

○ （２）で定義する補助対象事業者が②のうち、中小企業者等以外の者又は貸し渡す
者が中小企業者等以外の者に該当する場合は、取得に要する経費の１／３ 
（ただし、国庫補助金申請額の算出において、100 円未満の端数が発生した場合
には、100 円未満の金額を切り捨てる。また、補助限度額は下記の通り定める。） 
① 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 

 １車両あたり上限６万７千円 
②・ふらつき注意喚起装置 

・車線維持支援制御装置          １車両あたり上限３万３千円 
（但し同一車両に②に掲げる複数の装置を装着する場合においては、最も金
額の高い装置に対してのみ補助する。） 

③ ドライバー異常時対応システム  １車両あたり上限６万７千円 
④ 先進ライト  １車両あたり上限６万７千円 

（自動切替型前照灯、自動防眩型前照灯、配光可変式前照灯のいずれか１つ
の装置に対して補助する。） 

⑤ 側方衝突警報装置  １車両あたり上限３万３千円 
⑥ 統合制御型可変式速度超過抑制装置  １車両あたり上限６万７千円 
⑦ アルコール・インターロック  １車両あたり上限６万７千円 

 
※同一車両に①～⑦に掲げる複数の装置を装着する場合にあっては、１車両あた

り上限 20 万円 
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（対象装置・対象車種早見表）                 （トン数：車両総重量） 

 
補助対象装置 補助対象車種 補助率 補助上限 

① 衝突被害軽減ブレーキ
（歩行者検知機能付き） 

 3.5t 超のトラック 
 バス 

1/2 100,000 円 

② ふらつき注意喚起装置 
車線逸脱警報装置 
車線維持支援制御装置 

 トラック（車両逸脱警報装置除く） 
 バス（車両逸脱警報装置除く） 
 タクシー 

1/2 50,000 円 

③ ドライバー異常時対応 
システム 

 トラック 
 バス 
 タクシー 

1/2 100,000 円 

④ 先進ライト  3.5t 超のトラック 
 バス 

1/2 100,000 円 

⑤ 側方衝突警報装置  3.5t 超のトラック 
 バス 

1/2 50,000 円 

⑥ 統合制御型可変式 
速度超過抑制装置 

 バス 1/2 100,000 円 

⑦ アルコール・インターロ
ック 

 トラック 
 バス 
 タクシー 

1/2 100,000 円 

上限トラック：150,000 円 バス：300,000 円 
※ 貸切バス事業者に限り、中小事業者以外の者に対して以下の条件により補助対象 

補助率１／３ 
補助上限 ①67,000 円 ② 33,000 円 ③ 67,000 円 ④ 67,000 円 ⑤ 33,000 円 

⑥ 67,000 円 ⑦ 67,000 円 
１車両あたり複数の装置を装着する場合は、上限 200,000 円 

 
※ トラックにはトラクタ（第５輪荷重を有するものに限る）も含まれます。 
 
※ 令和４年度において、対象車種の見直し（②）を行っております。 

 また、各対象装置、車種毎に車両総重量の制限がありますので申請の際は注意願いま
す。 

 
（６）補助対象期間 

 令和４年４月１日～令和４年 11 月 30 日までの間に、補助対象装置を搭載した事業用
車両の購入（新車新規登録）するものであって、次の募集期間に補助金交付申請書兼実
績報告書が受け付けられたものとする。 

 
・募集期間：令和４年７月 22 日～令和４年 11 月 30 日 

 
（７）補助採択の方針 

 補助対象事業者は、当該補助金の交付申請を行う場合は、次の各号に掲げる要件を満
たさなければならない。ただし、補助対象事業者がリース事業者の場合にあっては、次
の(ⅰ)、(ⅳ)、(ⅴ)、(ⅶ)、(ⅷ)、(ⅸ)及び(ⅹ)は、貸し渡し先の自動車運送事業者と
する。また、(ⅸ)または(ⅹ)については、補助金優先採択（※）を希望する補助対象事
業者が満たすべき要件とする。 

※ 補助金優先採択とは、自動車事故対策費補助金（事故防止対策支援推進事業）の
申請受付期間において、申請多数により一部申請を不採択とする必要がある場合
に令和４年度に賃上げに取り組むことを表明している申請者を優先的に採択する
もの。 

 
(ⅰ) 補助対象者が自動車運送事業者（リース契約の相手方となる場合を含む。）

の場合は、旅客自動車運送事業に係る安全マネジメントに関する指針（平成 18
年９月 19 日付国土交通省告示第 1087 号）又は貨物自動車運送事業に係る安全
マネジメントに関する指針（平成 18 年９月 19 日付国土交通省告示第 1090 号）
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に基づく安全マネジメントに関する基本的な方針、輸送の安全に関する目標・
計画を策定すること。 

(ⅱ) 補助対象事業者がリース事業者である場合は、当該補助対象機器の貸し渡し先
へのリース料金の総額について、補助金の適用を受けない場合の通常料金の総額
と受けた場合の料金の総額との差額が、補助金額以上であること。 

(ⅲ) 補助対象事業者がリース事業者である場合は、補助対象となる機器のリース 
期間が原則として、トラック・タクシーは４年以上、バスは５年以上とし、リー
ス契約期間が当該期間を満たしていない場合は、その契約期間満了後も取得から
当該期間を満たすまでの間、補助対象となる自動車運送事業者に当該機器を確実
に貸し渡すことが見込まれること。 

(ⅳ) 申請日から、過去３年の間において、行政処分（道路運送法、貨物自動車運 送
事業法、タクシー業務適正化特別措置法、特定地域及び準特定地域における一般
乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法に基づくもの。
ただし、警告及び勧告は含まない。）を受けていないこと。 

(ⅴ) 貨物自動車運送事業を経営する者であって、申請時点において、補助対象装置
を導入された車両の所属する営業所の保有台数が５両以上であること。 

(ⅵ) 車両購入の際の支払い方法は、振込、現金又は小切手によるものを原則（ロ
ーンなどによる支払いの場合は補助金の交付はされません）とするが、振出日
から３ヶ月以内に支払期日（満期日）が到来する約束手形（本人手形に限る）
についても認めるものとする。 

(ⅶ) 同目的のもと国が交付する他の補助金（国が特殊法人等を通じて交付する補
助金を含む。）を受けないこと。 

(ⅷ) 補助事業完了後、国土交通省より補助事業実施に係る調査を行う場合があり、
その場合は調査に協力すること。 

(ⅸ) 申請を行う年度の事業年度において、対前年度比で「給与総額」を 1.5%（中小
企業者以外の者にあっては 3%）以上増加させる旨を従業員に表明するとともに、
（２）①－１（13）の賃上げ実績を示す書類を令和５年１月 18 日（水）までに提
出すること。 

(ⅹ) 申請を行う年度の事業の暦年において、対前年比で「給与総額」を 1.5%（中小
企業者以外の者にあっては 3%）以上増加させる旨を従業員に表明するとともに、
（２）①－１（14）の賃上げ実績を示す書類を令和５年１月 18 日（水）までに提
出すること。 

 
２．補助金交付までの流れ 
 
 （フローチャート） 
 

〈申請者〉 
国土交通省 

〈地方運輸局等〉 〈技術・環境政策課〉 
 
 （補助対象事業の完了） 

①補助金交付申請書兼 
実績報告書の提出 

 
 
 
 

⑥補助金交付決定 
及び額の確定通 
知書の受領 

 
 

⑧補助金の受領 

 

 
 

②補助金交付申請書兼 
実績報告書の受付・審査 

 
 
 
 

⑤補助金交付決定 
及び額の確定通知 

 
 
 

 

 
 

③補助金交付申請書兼 
実績報告書の受付・ 
審査 

 
 
 

④補助金交付決定及び 
額の確定通知 

 
 
 

⑦補助金の交付(支払い) 

 
 

① 補助金交付申請書兼実績報告書の提出 
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 補助金の交付申請書兼実績報告書を提出しようとする申請者は、１．(６)の募集期間
内に、申請書類に必要事項を記載し、最寄りの地方運輸局等に提出すること。また、郵
送の提出先は地方運輸局（沖縄の場合は、沖縄総合事務局）のみとなります。 
（同じ型式かつ補助対象経費が同額の複数車両において、１申請につき、最大 20 台ま

でまとめて提出することが出来る。） 
「jＧrants」（補助金の申請が出来る電子申請システム。）を利用した電子申請も受

け付けます。 
 

①－１ 申請に必要な書面 
（１） 交付要綱第１の４号様式（交付申請書兼実績報告書） 
（２） 実施要領別紙１又は２で該当するもの（交付申請書兼実績報告書別紙） 
（３） 交付要綱第 10 号様式（請求書） 

※書面への押印を省略する場合、本件責任者及び担当者欄に必ずご記入くださ
い。申請書を受け取った後、電話又は e-メールにより担当者に連絡するこ
とがありますので、ご承知おきください。 

（４） 申請者（リース事業者の場合は、当該補助対象機器の貸し渡し先の自動車運送
事業）が運送事業を営んでいることを証する書類、申請者の資産及び負債に関す
る書類並びに中小企業基本法第２条第１項第１号に掲げる中小企業者若しくは
中小企業等協同組合法第３条に掲げる事業協同組合、事業協同小組合、協同組合
連合会、企業組合であること、またはこれ以外であることを証する書類（旅客自
動車運送事業等報告規則（昭和 39 年３月 31 日運輸省令第 21 号）第２条又は貨
物自動車運送事業報告規則（平成２年 11 月 29 日運輸省令第 33 号）第２条に掲
げる事業報告書の直近事業年度分から必要部分を抜粋したもの等） 

（５） 当該補助金の申請をするにあたり必要な事項への宣誓書 
（６） 補助対象装置を装着した車両を購入した際の領収書の写し（登録番号又は車台

番号が記載されたもの）なお、補助対象装置を購入した際の領収書に記載の金額
は、新車新規登録申請後に交付された車検証の車両状態に要した経費とする。 

（７） 補助対象装置の設置したこと及び補助対象装置の単価（消費税除き）を確認す
るに足りる書類として、①納品書の写し（各装置価格の値引き後の単価が内訳と
してわかるもの）若しくは②搭載証明書（購入車両に装着されている事を証明し、
かつ購入時の値引き後の単価がわかるもの） 
なお、①、②においては、登録番号又は車台番号が記載されたものとする。 

（８） （申請者がリース事業者の場合）賃貸契約書の写し及び貸与料金算定根拠明細
書 

（９） （申請者がリース事業者の場合）申請者の営む主な事業及びその内容並びに申
請者の資産及び負債についてわかる書類（履歴事項全部証明書の写し、貸借対照
表及び損益計算書等） 
※１．（６）の募集期間内において、２件以上の申請を行う場合においては、事

前に提出することにより、以後の提出を省略することが出来ることとする。 
（10） （申請者がリース会社の場合で当初のリース契約期間が財産処分制限期間を満

たしていない場合）取得から財産処分制限期間を満たすまでの間、自動車運送事
業者へ当該補助対象となる機器を貸し渡すことを証する書類（トラック・タクシ
ー４年、バス５年） 

（11） 車検証の写し 
（12） 従業員への賃金引上げ計画の表明書 
（13） １．（７）(ⅸ)の補助金優先採択を希望した補助対象事業者は、賃上げを表明

した年度とその前年度の「法人事業概況説明書」（令和 5 年 1 月 18 日（水）ま
でに当該補助金の交付申請書兼実績報告書を提出した地方運輸局等に提出する
こと） 

（14） １．（７）(ⅹ)の補助金優先採択を希望した補助対象事業者は、賃上げを表明
した暦年とその前年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」（令和 5 年
1 月 18 日（水）までに当該補助金の交付申請書兼実績報告書を提出した地方運輸
局等に提出すること） 

（15） （郵送で申請する場合または交付決定及び額の確定通知書を郵送で希望される
場合）必要な額の切手を貼付した返信用封筒 
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※送付先の記載漏れがないこと 
 

①－２ 申請書の提出部数 
（ⅰ）地方運輸局等の受付窓口に申請書を持ち込み又は郵送する場合 

①－１の書面のうち、（１）～（３）については４部（地方運輸局分２部、国土交通
本省分２部）、(４)～(12)については３部（地方運輸局分２部、国土交通本省分１部）
提出すること。詳細はホームページ掲載資料の交付申請書兼実績報告書記載例を参照
のこと。 
なお、提出書類はすべてＡ４・片面とし、製本（糊付け・ホチキス止めを含む。）は
せずにクリップ止めとすること。 

（ⅱ）「jＧrants」による電子申請をする場合 
「jＧrants」（申請方法は申請ページに掲載されている本補助金に係る電子申請マ

ニュアルを参照のこと。）による電子申請により、電磁的記録による応募を受け付け
るとともに、当該申請システムを通じて行われた申請に対しては原則として、当該申
請システムで通知等を行う。 

＜注意事項＞ 
※法人番号が取得できない方（任意団体等）は「jＧrants」による申請は不可。 
※「jＧrants」を利用するにあたり、gBiｚID プライムの取得が必要です。 
※「jＧrants」の利用の有無は採択審査には影響しない。 

＜「jＧrants」の申請ページ URL＞ 
https://www.jgrants-portal.go.jp 

 
② 補助金交付申請書兼実績報告書の受付・審査 

申請者から交付申請書兼実績報告書（以下「実績報告書等」という。）の提出がなさ
れたときは、各地方運輸局等において実績報告書等の受付及び審査を行った後に技術・
環境政策課に進達する。 

 
③ 補助金交付申請書兼実績報告書の受付・審査 

各地方運輸局等から進達のあった実績報告書等について、技術・環境政策課において
所要の審査を行い、補助対象事業の成果について、導入実績を認めたときは、交付すべ
き補助金の額を確定する。 

 
④ 補助金額の確定 

技術・環境政策課において審査を行い、交付すべき補助金の額を確定したときは、自
動車事故対策費補助金の交付決定及び額の確定を各地方運輸局等へ通知するものとす
る。 

 
⑤ 交付決定及び額の確定通知 

交付決定及び額の確定通知を受けた各地方運輸局等は、すみやかに当該申請者へ交付
決定及び額の確定通知を行うものとする。 

 
３．補助金交付申請書兼実績報告書の受付期間等 

【申請受付期間】 
令和４年７月 22 日～令和４年 11 月 30 日 

【申請受付場所】 
最寄りの各地方運輸局、運輸支局（沖縄の場合は沖縄総合事務局で受付を行います。） 

【申請受付方法】 
①各地方運輸局、運輸支局等申請受付場所への申請書類持ち込み 
②郵送（地方運輸局（沖縄の場合は沖縄総合事務局）に限る。） 
③「jＧrants」を利用した電子申請 

【申請受付時間】 
９時～16 時（申請書類持ち込みの場合は 12 時～13 時を除く） 

 
４．注意事項 

①補助金交付申請状況において、予算額を超過することが見込まれる場合には、受付を締
め切ることとし、速やかに公表を行います。 
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（公表場所：http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/index.html 
左記ページ左側の「先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援」のページ内） 

②郵送での申請の場合は、申請先は地方運輸局のみ（沖縄の場合は沖縄総合事務局）とな
ります。地方運輸支局は郵送の申請窓口ではありません。 
また、必ず担当者が分かるようにしていただき、返信用封筒及び切手を同封の上、郵送
をお願い致します。 

③申請のあった順に受付を行いますが、予算額を超過する等の理由により、不受理となる
場合がありますので、あらかじめご理解の程よろしくお願い致します。 

④予算額を超過する恐れがある場合、地方運輸局等の受付窓口に申請書を持ち込むまたは
郵送する場合においては、申請時に受付を保留とし、一旦申請書類をお預かりすること
があります。電子申請においては、予算額を超過する恐れがある場合でもシステム上で
受付を行うことがありますが、予算額超過後の申請については不受理とさせていただき
ます。 

⑤申請書をお預かりしたにも関わらず、不受理となる場合、担当者より速やかにご連絡致
します。 

⑥補助金交付申請にあたり、受付担当者から書類の不備等の指摘を受けた場合には、指摘
を受けた日から１週間以内に不備等を補完してください。１週間以内に対応できない場
合は、提出した当該交付申請を一度取り下げた後に書類の不備を補完した上で再度提出
してください。なお、領収書等、支払いに係る書類の添付が確認できないものは、受付
を行いませんのでご注意ください。 

⑦補助金優先採択を希望する者が、１．（７）(ⅸ)又は(ⅹ)に定める期限までに賃上げ実
績を示す書類を提出しなかった場合は、補助金優先採択を行いません。 

⑧郵送される申請者におかれましては、郵送の遅れにより、受付期間が間に合わなかった
場合等（例：申請受付終了後に到着した場合）については、特段の考慮を行いませんの
で、あらかじめご理解の程よろしくお願い致します。また、郵送途中のトラブル等（例
：誤配や遺失）につきまして、国土交通省では一切の責任を負いません。 

⑨補助金の交付決定及び額の確定通知書の受領については、申請した地方運輸局・支局等
になります。なお、補助金の交付決定及び額の確定通知書の受領を郵送で希望される申
請者におかれましては、申請の際に必要な額の切手を貼付した返信用封筒の提出をお願
い致します。 

 
５．補助金交付申請の窓口 

補助金交付申請の問い合わせや受付は別紙に記載している各運輸局等窓口、もしくは各
運輸支局窓口にて行っております。 



（別紙）

持込 郵送
北海道運輸局 自動車技術安全部技術課 〇 〇

札幌運輸支局 〇
函館運輸支局 〇
旭川運輸支局 〇
室蘭運輸支局 〇
釧路運輸支局 〇
帯広運輸支局 〇
北見運輸支局 〇

東北運輸局 自動車技術安全部技術課 〇 〇 022-791-7535 022-299-8872
青森運輸支局 〇 017-715-3320 017-724-0003
岩手運輸支局 〇 019-638-2154（２） 019-639-1033
宮城運輸支局 〇 022-235-2517（２） 022-235-9789
秋田運輸支局 〇 018-863-5811（２） 018-864-0250
山形運輸支局 〇 023-686-4711（２） 023-686-4601
福島運輸支局 〇 024-546-0345（２） 024-546-3756

北陸信越運輸局 自動車技術安全部技術課 〇 〇 025-285-9155 025-285-9175
新潟運輸支局 〇 025-285-3125 025-364-5101
長野運輸支局 〇 026-243-5525 026-259-4508
富山運輸支局 〇 076-423-0892 076-423-5509
石川運輸支局 〇 076-208-6000 076-208-6002

関東運輸局 自動車技術安全部保安・環境課 〇 〇 045-211-7256 045-201-8813
茨城運輸支局 〇 029-247-5348（３） 029-248-4773
栃木運輸支局 〇 028-658-6123 028-659-2416
群馬運輸支局 〇 027-263-4440（３） 027-261-0032
埼玉運輸支局 〇 048-624-1835（３） 048-783-4191
千葉運輸支局 〇 043-242-7336（１） 043-242-7336
東京運輸支局 〇 03-3458-9231（３） 03-3458-9783
神奈川運輸支局 〇 045-939-6803（３） 045-939-3006
山梨運輸支局 〇 055-261-0882 055-263-1418

中部運輸局 自動車技術安全部保安・環境課 〇 〇 052-952-8044 052-961-0664
愛知運輸支局 〇 052-351-5382 052-369-2997
静岡運輸支局 〇 054-261-7622 054-262-4345
岐阜運輸支局 〇 058-279-3715 058-270-1065
三重運輸支局 〇 059-234-8411 059-238-1281
福井運輸支局 〇 0776-34-1603 0776-34-2221

近畿運輸局 自動車技術安全部技術課 〇 〇 06-6949-6452 06-6949-6459
大阪運輸支局 〇 072-822-4374 072-822-3450
京都運輸支局 〇 075-681-9764 075-681-1850
奈良運輸支局 〇 0743-59-2153（３） 0743-23-0020
滋賀運輸支局 〇 077-585-7252（２） 077-500-8085
和歌山運輸支局 〇 073-422-2153 073-435-2099
神戸運輸監理部 兵庫陸運部　整備部門 〇 078-453-1103 078-431-8761

中国運輸局 自動車技術安全部整備・保安課 〇 〇 082-228-9142 082-228-9148
広島運輸支局 〇 082-233-9169 082-233-7752
鳥取運輸支局 〇 0857-22-4110 0857-22-4115
島根運輸支局 〇 0852-37-2138（１） 0852-37-1340
岡山運輸支局 輸送・監査部門 〇 086-286-8122 086-286-8147
山口運輸支局 検査・整備・保安部門 〇 083-922-5398 083-928-9601

四国運輸局 自動車技術安全部技術課 〇 〇 087-802-6785 087-802-6787
徳島運輸支局 〇 088-641-4813 088-641-4820
香川運輸支局 〇 087-882-1355 087-882-4041
愛媛運輸支局 〇 089-956-1561 089-969-0556
高知運輸支局 〇 088-866-7313 088-866-7315

九州運輸局 自動車技術安全部保安・環境課 〇 〇 092-472-2546 092-472-2916
福岡運輸支局 監査部門 〇 092-673-1195（２） 092-673-1197
佐賀運輸支局 〇 0952-30-7271（１） 0952-30-7287
長崎運輸支局 〇 095-839-4747（２） 095-839-4154
熊本運輸支局 〇 096-369-3155（３） 096-365-5695
大分運輸支局 〇 097-558-2107（３） 097-558-9820
宮崎運輸支局 〇 0985-51-3952（２） 0985-51-3956
鹿児島運輸支局 整備部門 〇 099-261-9194（２） 099-261-9251

沖縄総合事務局 運輸部陸上交通課 〇 〇 098-866-1836 098-860-2369

※問い合わせ先の電話番号欄に（）内はガイダンス時の短縮番号になります。

補助金交付申請の受付窓口・問い合わせ先
（ＡＳＶ関係）

検査整備保安担当

検査・整備・保安部門

011-290-2753 011-290-2705

書類受付先
運輸局・支局名 部課名 電話番号 ＦＡＸ番号

輸送・監査部門

検査整備保安部門

検査・整備・保安部門

保安担当

検査・整備・保安部門　保安担当

 検査・整備・保安部門

検査・整備・保安部門



 
 

 

 

国 土 交 通 大 臣 殿 

 

 

 

宣  誓  書 
 

 
当社は、令和４年度事故防止対策支援推進事業（先進安全自

動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援に限る）に係る申請において、

以下について相違ないことを宣誓いたします。 

 
○ 国が交付する他の補助金（国が特殊法人等を通じて交付する補助金を含む。以

下同じ。）を受けていないこと及び当該補助金の交付を受ける場合には、国が交付

する他の補助金を受けません。 

 

○ 「旅客自動車運送事業に係る安全マネジメントに関する指針」（平成 18 年９月 19

日国土交通省告示第 1087 号）または「貨物自動車運送事業に係る安全マネジメン

トに関する指針」（平成 18 年９月 19 日国土交通省告示第 1090 号）に基づく安全マ

ネジメントを実施し、輸送の安全性の向上に努めています。（申請者がリース事業者

の場合、貸し渡し先運送事業者が実施） 

 

〇 令和４年度自動車事故対策費補助金に係る補助対象事業（自動車運送事業の 

安全総合対策事業）を完了し、事業に要する下記の経費を自ら支出したことを確約

します。 

 

〇 申請する日から、過去３年の間において、これらの法律（道路運送法、貨物自動

車運送事業法、タクシー業務適正化特別措置法、又は特定地域及び準特定地域

における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法）に基づく行政処分（警告、勧告は含まず）を受けていません。 

 

 

記 

 

 

支出額        金        円 

 

 
以上のとおり相違ないことを宣誓いたします。 

 

令和  年  月  日 

住   所 

氏名及び名称 
                

 



 

 

国 土 交 通 大 臣 殿 

 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は令和○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）1.5％以上引き上げること 

を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 住所 ○○○○ 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によっ

て、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表            氏名 ○○ ○○   

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○   

 



（留意事項） 

１．事業年度により賃上げを表明した場合には、募集要領に定める期限までに、当該年に

給与総額が前年と比べ 1.5%以上増加した旨の分かる当該事業年度の「法人事業概況

説明書」を各地方運輸局等窓口に提出してください。 

  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する

類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を各地方運輸局

等窓口へ提出してください。 

２．暦年により賃上げを表明した場合には、募集要領に定める期限までに、当該年に給与

総額が前年と比べ 1.5%以上増加した旨の分かる当該年の「給与所得の源泉徴収票等

の法定調書合計表」を各地方運輸局等窓口に提出してください。 

３．上記１．又は２．に関する書類が募集要領に定める期限までに提出されなかった場合

は、自動車事故対策費補助金交付申請及び実績報告の優先採択対象外となります。 

 

 


